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過失なき離婚原因としての回復し難い婚姻の
破綻に当たるとして離婚を認めた事例
谷 正 之
日本国在住のアメリカ人夫婦の婚姻関係が準拠法であるアメリカ合衆国ジョ
ージア州公式法典に規定する過失なき離婚原因としての「回復し難い婚姻の破
綻」に当たるとして離婚を認めた事例（松山地方裁判所平成６年（タ）第２９
号離婚等請求事件，平成９年２月２６日判決（確定），判例集未登載）
〔事 案 の 概 要〕
本件は，アメリカ合衆国に国籍を有する X（妻）が同国に国籍を有する Y（夫）
に対して，同国ジョージア州法を準拠法として，離婚およびこれに伴う財産的
給付を求めた事案である。
Xの Yに対する請求は，次のとおりであった。
 離婚請求（Divorce）
Xと Yは，平成２年１１月から別居状態となって復縁の見込みはなく，その
婚姻関係は既に破綻しているから，アメリカ合衆国ジョージア州公式法典
（OFFICIAL CODE OF GEORGIA）１９－５－３（１３）に規定する過失なき離婚原因
としての「回復し難い婚姻の破綻」に該当するから離婚を求める。さらに，Y
の行為は同法典所定の過失ある離婚原因１９－５－３（１～１２）のうちの３つの原
因（６，７，１０）にも該当する。
 離婚に伴う財産的給付請求
 テンポラリーアリモニー（一時的離婚扶養料，Temporary Alimony）
Xは，別居前の生活水準を維持するために月額２５万円を要するところ，Y
から送金されていた生活費が従来の約３分の１に減額されて以来，それまでの
生活水準を維持できなくなった。したがって，Xは，Yに対し，送金額を減額
した平成５年８月から平成８年８月まで（３６ケ月）の間に不足した生活費合
計７２０万円（（２５万円－送金額５万円）×３６ケ月分）の支払を求める。また，
Xは離婚後直ちに帰国しなければならず，帰国のための費用および帰国後生活
を開始するための資金として，１６０万６，４００円が必要である。その他本件訴訟
に要した弁護士費用および多数の翻訳費用合計１３７万８，０００円もテンポラリー
アリモニーに加算して請求する。
したがって，Xは，Yに対し，離婚に伴うテンポラリーアリモニー（一時的
離婚扶養料，前記法典１９－６－１）として，上記金額合計１，０１８万４，４００円の支
払を求める。
 パーマネントアリモニー（恒久的離婚扶養料，Permanent Alimony）
Xと Yとの約３０年にわたる婚姻期間，婚姻期間中の生活水準，婚姻関係の
破綻理由，X，Yの収入の差異，Xの帰国後の生活保障などを総合的に勘案
し，Xは Yに対し，離婚後の生活維持のために必要な資金として，月額２５万
円の支払を求める。
したがって，Xは，Yに対し，離婚に伴うパーマネントアリモニー（恒久的
離婚扶養料，前記法典１９－６－１）として，離婚の時から１０年間にわたり毎月２５
万円の支払を求める。
パーマネントアリモニーは，本来配偶者の一方が，他方の配偶者に対しその
死亡または再婚するまで支払うものであるが，Xは Yの負担能力を考慮し
て，期間を区切り，１０年間に限定して請求することにした。
 財産分与（Division of Property）
離婚に際しアリモニー（離婚扶養料）のほかに，配偶者の権利として財産分
与請求権が認められている（前記法典１９－５－１３）。婚姻中に得られた財産は公
正に分配されるべきものである。Xは，財産分与として，X，Yの総資産の２
分の１を受け取る権利を有するところ，Xの総資産は２６８万７，０３５円であり，
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Yの総資産は１，４８８万２，３８３円であるから，Xは，財産分与として，合計額
１，７５６万９，４１８円の２分の１である８７８万４，７０９円から Xの総資産額２６８万
７，０３５円を控除した６０９万７，６７４円の支払を受ける権利がある。
Yの抗弁は，次のとおりであった。
 Xと Yとの婚姻関係が既に破綻していることは認める。
しかし，その主な原因は Xに存する。Xは長女 Aに対して厳しく，Xと Y
は子どもの教育等を巡って次第に緊張や対立が生じたこと，Xの浪費により家
庭生活の維持に困難が生じてきたため，Yは Xに対する妻としての信頼関係
を失ったものである。
 離婚に伴う財産的給付の主張については，いずれも争う。
毎月の生活に必要な諸経費を控除すると，Yの生活の余裕は余りない。Xが
請求している離婚給付金の金額は，余りに過大であるというべきである。
〔判 旨〕
X（妻）と Y（夫）は，婚姻関係の破綻に至る原因については，互いの認識
に相違が認められるものの，現在では両名とも離婚を希望していることに加
え，平成２年１１月から別居状態が続き，夫婦としての関係改善の見込みはな
いものと認められることからすると，Xと Yの婚姻関係は既に破綻している
といわなければならず，両名の離婚の準拠法であるジョージア州公式法典１９－
５－３（１３）に規定する過失なき離婚原因としての「回復し難い婚姻の破綻」に
該当すると認めるのが相当である。
離婚に伴う財産的給付に関し，当裁判所の勧告により，Xと Yは，次のと
おり合意し，その合意内容に従った判決を受け入れる意思を表明した。
 Yは，Xに対し，パーマネントアリモニーとして，平成８年１１月から平
成１４年３月（Yの定年退職予定日）まで，毎月末日限り金１５万円を支払う。
 Yは，Xに対し，テンポラリーアリモニーとして，平成９年３月末日限り
金２５０万円を，平成９年１２月２５日限り金５０万円を，それぞれ支払う。
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 Yは，Xに対し，財産分与として，平成１４年３月末日限り金３００万円を
支払う。
 訴訟費用のうち，金１０万円を Yの，その余りを Xの各負担とする。
Xと Yは，離婚に伴う財産的給付として，Yが Xに対して上記のとおり金
員を支払う旨合意しており，この合意は，Xと Yとの婚姻期間，婚姻生活の
経緯，両名の資産関係など諸般の事情にかんがみて，相当なものであると認め
られる。
したがって，Yは，Xに対し，離婚に伴い，上記合意に従った財産的給付を
なすべきである。
（参照条文） アメリカ合衆国ジョージア州公式法典１９－５－３（１３），１９－５－１３，
１９－６－５
〔コ メ ン ト〕
１ 裁判管轄権と準拠法
 まず，アメリカ人夫婦である X・Y間の本件離婚等請求事件につき，日本
国の裁判所が裁判管轄権をもつかが問題になる。
本件はアメリカ合衆国の国籍を有する Xが，同じくアメリカ合衆国の国
籍を有する Yに対し，離婚および離婚に伴う財産的給付を求めるものであ
るところ，X，Y双方ともに長年日本国に居住しているから，日本国の裁判
所が本件につき国際裁判管轄権を有する。これは領土主権の効果である。
 次に本件離婚裁判に適用される準拠法であるが，法例第１４条，第１６条に
よれば，夫婦の本国法が同一なるときはその法律によることになっており，
アメリカ合衆国の法によるべきことになる。そして，同国は州により法律を
異にする国であるから，法例第２８条３項により，当事者の属する州の法律
によるべきことになる。Xと Yは，来日する前は，アメリカ合衆国ジョー
ジア州に１５年間居住していた。ジョージア州公式法典によれば，夫婦が少
なくとも６ケ月間同州に居住したことがあるか，最終本籍地が同州でなけれ
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ばならないと定めている（同法典１９－５－２）。Xと Yの場合，この条文に該当
しているから，X，Y間の本件離婚裁判に適用される準拠法は，ジョージア
州公式法典（OFFICIAL CODE OF GEORGIA）ということになる。
２ 離婚原因
わが国の民法の裁判上の離婚原因は，配偶者に不貞な行為があったとき，
配偶者から悪意で遺棄されたとき，配偶者の生死が３年以上明らかでない
とき，配偶者が強度の精神病にかかり回復の見込みがないとき，婚姻を継
続し難い重大な事由があるときである（７７０条）。
これに対して，ジョージア州公式法典では，離婚原因として実に１３の離婚
原因を定めている。
過失なき離婚原因 （“No-Fault”Ground）としての回復し難い婚姻の破綻（同
法典１９－５－３（１３））の場合と，過失ある離婚原因 （“Fault”Ground）としての
１２の離婚原因（１９－５－３（１）～（１２））である。
 過失なき離婚原因としての「回復し難い婚姻の破綻」（The marriage is
irretrievably broken）とは，夫婦が別居状態にあり共に一緒に住むことを拒否
し和解の可能性がない場合などである。
 過失ある離婚原因とは，一方の当事者に過失があった場合で，この過失あ
る原因を主張する者は他方の当事者に過失（Fault）あるいは不当な行為
（Wrongdoing）があったことを立証しなければならない。１２の過失ある離婚
原因は，次のとおりである。
近親婚（Intermarriage by persons within the prohibited degrees of consanguinity
or affinity ;１９－５－３（１））
婚姻時の精神的無能力（Mental incapacity at the time of marriage ; 同（２））
婚姻時の性的無能力（Impotency at the time of marriage ; 同（３））
強制婚姻または詐欺的婚姻（Force, menace, duress or fraud in obtaining the
marriage ; 同（４））
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婚姻中の妻の夫以外の男性による妊娠（Pregnancy of the wife by a man
other than the husband, at the time of the marriage, unknown to the husband ;
同（５））
婚姻後の不義（Adultery in either of the parties after marriage ; 同（６）），ジョ
ージア州において不義とは同性間・異性間を問わない。
故意の継続的遺棄（Willful and continued desertion by either of the parties for
the term of one year ; 同（７）），これは配偶者の一方を故意に少なくとも１
年遺棄したことである。
犯罪による有罪判決と２年以上の服役（The conviction of either party for an
offense involving moral turpitude, under which he is sentenced to imprisonment
in a penal institution for a term of two years or longer ; 同（８））
常習的酩酊（Habitual intoxication ; 同（９））
肉体的または精神的虐待（Cruel treatment, which shall consist of the willful
infliction of pain, bodily or mental, upon the complaining party, such as
reasonably justifies apprehension of danger to life, limb, or health ; 同（１０））
治癒の見込みのない精神病（Incurable mental illnese ; 同（１１）１））
常習的薬物依存（Habitual drug addiction, which shall consist of addiction to
any controlled substance as defined in Article２of Chapter１３ of Title１６; 同
（１２））
３ アリモニーと財産分与
	 アメリカ合衆国ではどの州においても，離婚に伴って配偶者の一方が他方
の配偶者に支払うアリモニーと財産分与が認められている。アリモニーは，
配偶者の一方によって，他方の配偶者の生活維持・扶養のために支払われる
ものである。メンテナンス（Maintenance 扶養料）とも呼ばれる。財産分与
は，婚姻生活において夫婦によって作られた財産を公正に分配し清算するも
のである。
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 ジョージア州においては，アリモニーには，一時的に支払われるテンポラ
リーアリモニーと恒久的に支払われるパーマネントアリモニーとがある（同
法典１９－６－１）。配偶者の一方が，一時払の場合はもとより長期にわたる分
割払でも確実に履行することが予定されている。
わが国における離婚調停や離婚訴訟においては，離婚に伴って他方の配偶
者の生活維持・扶養として給付するというアリモニーのようなものはない。
明文の規定がないし，日本人には別れた他人の生活を維持し扶養するという
意識が低いからであろう。
離婚に際し，配偶者の一方に不貞行為があったというような場合の慰謝
料，そして財産分与が問題とされるが，その支払方法は一時払が圧倒的に多
く，長期にわたる分割払ということは少ない。給付を受ける側としては，長
期にわたる分割払は時の経過とともに履行されなくなるおそれがあるという
不安から，その時点における給付者の資力を考えると金額的に少なくなるこ
とがあっても一時払を求める傾向が強い。長期にわたる分割払においてその
不履行がある場合，履行を確保する実効性ある法制度が不十分であることに
も原因がある。これについては，例えば，公的性質を有する機関が給付を受
ける本人に代わって取り立てる制度を整備しなければならない。
 ジョージア州においては，離婚に際しアリモニーの金額を決定するにあた
り，裁判所は，次の諸要因を考慮しなければならないとされている。
婚姻期間中に確立された生活水準（The standard of living established during
the marriage ;）
婚姻期間（The duration of the marriage ;）
当事者双方の年齢および心身の状態（The age and the physical and emotional
condition of both parties ;）
それぞれの当事者の資力（The finacial resources of each party ;）
もし該当する場合には，いずれかの当事者が適当な職を見つけられるに十
分な教育もしくは訓練を受けるに必要な時間（Where applicable, the time
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necessary for either party to acquire sufficient education or training to enable
him to find appropriate employment ;）
必ずしも以下の事項に限ったわけではないが，家庭管理，育児，教育およ
び他方の当事者の職業訓練に関してなされたサービスを含め，それぞれの
当事者の結婚生活に対する貢献（The contribution of each party to the
marriage, including, but not limited to, services renderd in homemaking, child
care, education, and career builing of the other party ;）
個々の財産，生計を立てる能力および固定負債を含めた双方の当事者の状
況（The condition of the parties, including the separate estate, earning capacity,
and fixed liabilities of the parties ;）
裁判所が正当かつ適当であると考える他の関連した諸要因（Such other
relevant factors as the court deems equitable and proper ;同法典１９－６－５）
これらの中で特に斟酌される要因は，婚姻の継続期間である。婚姻期間が
長くなればなるほど，離婚後においても婚姻期間中に確立された生活水準に
ふさわしいアリモニーが支払われなければならない。
 同法典によれば，夫婦が離婚する場合，配偶者の権利として財産分与請求
権が認められており（１９－５－１３），婚姻中に取得した財産は公正に分配される
べきものとされる。２）すなわち，夫の財産と妻の財産を合計して総財産とし，
これの２分の１がそれぞれ取得すべき財産とするのである。
ところで，配偶者の一方に過失ある離婚原因が認められる場合は，他方の
配偶者に支払うべきアリモニーや財産分与の額の算定に考慮される。逆に，
不貞行為や故意の継続的遺棄のような行為をした者は，アリモニーを受け取
る資格がない。
 本件では，夫婦の間に子どもが一人あったが，離婚時には成人していたの
で，親権や養育費の問題は生じなかった。もし，離婚する夫婦の間に未成年
の子どもがある場合は，その親権者と養育費について決めなければならず，
ジョージア州公式法典は，特に子どもの福祉に深い配慮を示している。
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例えば，親権（Custody）については，裁判所は，子どもの年齢，性別，
両親のうちいずれと関係が深いか，両親のうちどちらが子どもの看護養育に
能力を有するかなどの事情を総合的に考慮して親権者を決める。１４歳以上
の子どもは，裁判所のフォローのもと，一緒に生活することを希望する両親
のいずれかを親権者として選択できる。また，養育（Child support）につい
ては，両親は子どもが１８歳になるか，結婚するか，自立するか，軍隊に入
るかのいずれかが先に生じるまで，子どもを養育する必要がある。この養育
費は，月または週あたりの金額のほかに健康保険，医療費，歯科治療費など
を含む。養育費は１８歳までとされているが，両親が１８歳を超えて養育費を
支払うことを合意することもできる。３）日本の家事実務でも養育費は１８歳な
いし２０歳までとされ，大学の費用まで出すかどうかは任意に決めることが
できるとされており，この点は類似の取り扱いをしている。
 当事者がジョージア州の上級裁判所に離婚訴訟を提起する場合，「家庭関
係金銭関係宣誓供述書」（DOMESTIC RELATIONS FINANCIAL AFFIDAVIT）
を提出すべきものとされている。４）
本件訴訟においても，X・Y双方が自主的に上記宣誓供述書を裁判所に提
出し，アリモニーおよび財産分与の決定にあたり，その重要な証拠資料とさ
れた。
わが国における離婚調停や離婚訴訟において，財産分与・慰謝料や子ども
の養育費等を決めるにあたり，当事者の資産や必要経費等を明らかにするよ
う要請されるが，当事者から提出されるものはかなり大雑把であり，したがっ
て，財産分与，慰謝料などの額の算出も概算的なものにならざるを得ない。
これに対して，アメリカ合衆国ジョージア州の上級裁判所に提出される資
産や必要経費等の記載項目は，驚くほど詳細である。わが国の家事調停や離
婚訴訟において，大いに参考とされるべきものを含んでいるから，次に示す
ことにした。
過失なき離婚原因としての回復し難い婚姻の
破綻に当たるとして離婚を認めた事例 ２２３
ジョージア州 郡上級裁判所
原告
民事訴訟番号
被告
家庭関係金銭関係宣誓供述書
（DOMESTIC RELATIONS FINANCIAL AFFIDAVIT）
１．宣誓供述人氏名： 年齢
宣誓供述人社会保険番号：
配偶者氏名： 年齢
婚姻年月日： 別居年月日
この婚姻による子どもの氏名および誕生日：
氏名 誕生日 同居の有無
供述人の前婚による子どもの氏名および誕生日：
氏名 誕生日 同居の有無
２．供述人の収入および必要経費
月総収入（３A の金額） ＄
月実収入（３C の金額） ＄
月平均必要経費（５A の金額） ＄
債権者への支払月額（５B の金額） ＋
必要経費＋債権者への支払合計（５C の金額） ＄
供述人に必要とされる配偶者手当／子ども扶養手当 ＄
子ども扶養ガイドラインに示されている子ども扶養手当 ＄
３A．宣誓供述人の月総収入に関すること
（すべての収入は受領日の日付にかかわらず月平均額として記入するように。で
きればすべて年収として計上されるべきである。）
給 与 ＄
賞与，手数料，手当，超過勤務手当，チップおよびこれに類したもの（もし就業期間
が１年未満の場合，過去１２ケ月の平均に基づく）
添付用紙に細目を記入すること ＄
自営業，パートナーシップ，非公開あるいは独立契約等による事業収入（領収書によ
る総収入より必要経費を控除したもの）
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添付用紙に細目を記入すること ＄
身体障害／失業／労務補償 ＄
恩給・退職金・年金支払金 ＄
社会保険給付金 ＄
その他の公共給付金（具体的に）
前婚の配偶者または子どもの扶養料
利息配当金と株式配当金
賃貸料（総収入受領書より必要経費を控除したもの）
添付用紙に細目を記入すること
使用料，信託，地所
資産運用による収入（非循環利益を含まない）
循環性（周期的に繰り返す性質）のあるその他の収入（収入源を具体的に）
以上月額総収入 ＄
３B．就業上の受益をすべて記載すること。例えば，自動車，自動車手当保険（自動
車，生命，障害者，据え置き補償，退職金あるいは株式，クラブ会員，経費払戻
し（個人の生活必要経費を控除したもの）
必要であれば用紙を添付のこと。
３C．就業上の純収入（州および連邦税と FICAのみを控除したもの）
＄
宣誓供述人の給与支給期間（例．週給，月給など）
控除額の数
４．資 産
（もし，資産のすべてあるいは一部が，婚姻によるものでないときは，その分を下
記の配偶者欄の適当な欄に表示すること。各資産の価値総額を“価値”欄に記入す
ること。“価値”とは，もし売却されるとしたならどのくらいの価値があるかとい
うことである。）
内 容 価 値 夫の資産 妻の資産
現金 ＄ ＄ ＄
過失なき離婚原因としての回復し難い婚姻の
破綻に当たるとして離婚を認めた事例 ２２５
株式，債券 ＄ ＄ ＄
現金割引／貨幣市場預金高 ＄ ＄ ＄
自宅不動産 ＄ ＄ ＄
その他の不動産 ＄ ＄ ＄
自動車類 ＄ ＄ ＄
貸金 ＄ ＄ ＄
退職金／IRA ＄ ＄ ＄
家具調度品 ＄ ＄ ＄
宝石 ＄ ＄ ＄
生命保険（現金価値） ＄ ＄ ＄
蒐集品 ＄ ＄ ＄
銀行預金高（各口座記載） ＄ ＄ ＄
その他の資産 ＄ ＄ ＄
＄ ＄ ＄
＄ ＄ ＄
以上全資産額 ＄ ＄ ＄
５A．平均必要月額経費
家 事
抵当あるいは家賃 ＄
資産税
保険
電気代
水道代
ゴミ，下水
電話
ガス
修繕維持
芝生手入れ
害虫駆除
ケーブル TV
家事食料雑貨
外食
その他
自動車
ガソリン，オイル
修繕
自動車カード，免許
保険
子どものための経費
養育
学校授業料
学校教材費等経費
昼食代
小遣い
衣服
おむつ
医療，歯科，処方箋
整髪，衛生品
ギフト
娯楽
活動
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４ 本件離婚訴訟の争点
本件離婚訴訟では，XY間の婚姻関係が破綻していることについては，訴
訟の過程で両者とも認めるに至り離婚することについては意見が一致した
が，Xが Yに対し請求する離婚に伴う財産的給付としてどのようなもの
が，どの程度認められるかが争いとなった。
その他の保険
健康保険
生命保険
障害者保険
他の保険（具体的に）
供述人のその他の経費
ドライクリーニング，洗濯
衣服
医療，歯科
処方箋
供述人の購入ギフト（特別祝日用）
娯楽
休暇
出版物
会費，組合費
宗教，慈善
雑費（用紙添付のこと）
その他（用紙添付のこと）
前配偶者へのアリモニー
前配偶者の子どもの養育費
以上経費合計 ＄
５B．債権者への支払
支払先 債務残高 月額支払額
＄ ＄
＄ ＄
＄ ＄
＄ ＄
＄ ＄
＄ ＄
債権者への支払月額合計 ＄
５C．月額必要経費合計 ＄
記入年月日
公証人サイン 宣誓供述人のサイン
過失なき離婚原因としての回復し難い婚姻の
破綻に当たるとして離婚を認めた事例 ２２７
Xは，準拠法であるアメリカ合衆国ジョージア州公式法典を調査し，離婚に
伴う財産的給付として，テンポラリーアリモニー，パーマネントアリモニ
ー，財産分与請求権がそれぞれ認められることを明らかにした。
Xは上記の「家庭関係金銭関係宣誓供述書」で自分の財産や必要経費等を記
載して裁判所に提出し，Yもまた同様に「家庭関係金銭関係宣誓供述書」で自
分の財産や必要経費等を明らかにした。
裁判所は，それらを重要な証拠資料にしたうえで，Xと Yに対し，次の案
を提示した。
Yは Xに対し，
 テンポラリーアリモニーとして，平成９年３月末日限り２５０万円を，平成
９年１２月２５日（クリスマス）限り金５０万円をそれぞれ支払う。
 パーマネントアリモニーとして，平成８年１１月から平成１４年３月まで毎
月末日限り金１５万円を支払う。
 財産分与として，平成１４年３月末日限り金３００万円を支払う。
 訴訟費用のうち金１０万円を Yの，その余りを Xの各負担とする。
Yは裁判所の提示した上記案を承諾した。
Xは，双方が裁判所に提出した「家庭関係金銭関係宣誓供述書」に基づいて
財産が確定されたのであり，もし，本件判決が確定した後に，Yに隠された財
産等があることが判明した場合は，アメリカ合衆国の法律に基づいて裁判する
権利を放棄するものでないことを留保して，上記案に同意した。そして，当事
者はこれに基づき離婚判決を求めたので，裁判所は，前記のとおり，判決を言
い渡したものである。
本件離婚に伴い Yが Xに対し支払う財産的給付は，テンポラリーアリモ
ニーとして３００万円，パーマネントアリモニーとして９７５万円，財産分与
として３００万円，以上合計額１，５７５万円であった。Yは Xに対し，これらの
財産的給付を忠実に履行した。
本件離婚裁判は，準拠法としてジョージア州公式法典によりながら，当事者
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の意思を尊重し，合議体である裁判所の考えも示したうえで判決に至ったもの
である。本判決は英文にして Xよりアメリカ大使館に届け出がなされた。
注
１）離婚原因としての「治癒の見込みのない精神病」（Incurable menntal illness）とは，次の
３つの場合である。これ以外は認められない。
 精神病の当事者が裁判権のある裁判所で精神病であるとの司法的判断を下された場
合，もしくは当事者を診察した２名の医師によって精神病であると認定された場合
 事件の当事者が訴訟開始に先立って少なくとも２年間にわたって精神病院に拘束され
ていたか，もしくは継続的に精神病の治療を受けていた場合
 病院長もしくは経営責任者ならびに裁判所が任命する１名の適格な医師が精密検査の
後，宣誓のもとに彼らの見解が以下のごとくであることを証言した場合，すなわち，事
件の当事者が婚姻関係の本質，義務および自然的結果を理解できないほど理性，記憶お
よび知性を欠いていることを立証するものであること。また現代の医学的知識に照らし
て，事件の当事者の精神的健康が生涯にわたって回復する見込みのないこと。訴訟提起
の通知は，精神病者の後見人および当人が拘束されていた病院の院長もしくは他の経営
責任者に送達されなければならない。万一後見人がいない場合，訴訟提起の通知は，こ
の離婚訴訟が提起された裁判所が任命する訴訟のため後見人および当人が拘束されてい
る病院の院長もしくは経営責任者に送達されるものとする。後見人と病院長には，出廷
し争点について聴聞を受ける資格が与えられる。精神病者の扶養に関しては，離婚が認
められたとしても，当事者双方の身分に何ら変わるところはないものとする（ジョージ
ア州公式法典１９－５－３（１１））。
２）アメリカ合衆国各州におけるアリモニーと財産分与については，石原善幸教授の「アメ
リカにおける財産分割とアリモニー付与」（松山大学論集第５巻第６号（１９９４年）６５頁以
下），アメリカにおける最近の離婚給付動向については，「離婚給付の基礎的問題」（１９９５
年）９９頁以下において詳しい研究がなされている。
３）ジョージア州法における子どもの親権と養育，離婚給付の履行確保の方法，別居維持訴
訟，家庭内暴力などについては，拙稿「ジョージア州家族法における裁判離婚について」，
松山大学論集第８巻第６号２２２頁～２２４頁。
４）離婚訴訟をジョージア州の上級裁判所に提起する場合，提出すべきものとされる「家庭
関係金銭関係宣誓供述書」の原文は，次のとおりである。
過失なき離婚原因としての回復し難い婚姻の
破綻に当たるとして離婚を認めた事例 ２２９
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過失なき離婚原因としての回復し難い婚姻の
破綻に当たるとして離婚を認めた事例 ２３１
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